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〈会社回答〉

令和５年度の賃金改訂について、次のとおりとする。

１．在籍者への加算

令和５年４月１日に在籍する社員（試用社員を含む。）及び専任社

員の令和５年４月１日現在異動後の基本給に、等級及び区分に応じて

別表１のとおりの額を加算する。

２．初任給額

賃金規程第13条及び第14条に定める初任給額を別表２及び別表３の

とおりとする。

2023年度新賃金配分第２回団体交渉開催

上には厚く下には薄い配分
等級別の格差がさらに拡大！
本部は持ち帰り検討！

本部は４月11日、『申第19号・2023年度新賃金配分に関する申し入れ』に基

づく第２回団体交渉を開催しました。会社は、2023年度新賃金配分について「3

5歳ポイント1,000円（0.3％）の配分を「社員の基本給に、等級及び区分に応じた額

を加算する。」と回答しました。本部は、「組合が要求した一律の配分とはなってい

ない。昨今の物価高騰はみんな影響を受けている。コロナ禍でみんなが努力してい

るにも関わらず、さらに格差が拡がった。回答には不満である。」と会社回答に対し

て対立を通告し持ち帰り検討としました。
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３．昇格時昇給額

賃金規程第30条に定める昇格時昇給額を別表４のとおりとする。

４．専任社員の基本給額

専任社員就業規則別表１及び附則（令和２年５月１日社通達第８号）

第２項に定める基本給額を別表５及び別表６のとおりとする。

５．補償措置額

新たに調整手当が支給される社員のうち、平成18年の制度改正に伴

う「補償措置額」を支給されている者については「補償措置額」から10,

000円を控除する。「補償措置額」が10,000円未満の場合は「補償措置額」

の支給を終了する。

６．実施時期

令和５年４月１日から実施する。

７．精算日

令和５年６月23日以降準備でき次第とする。

※別表１、２、３、４、５、６は５ページ以降、掲出

《主な議論》

会社：専任社員の基本給は35歳ポイント7,200円２．２％を乗じて算定してい

る。初任給は別表１のそれぞれの等級に応じて加算している。昇格時昇給

額にあたっては、等級間差額が生じている昇格部分に対して,その差額を

加算する。補償措置額は平成18年の制度改正に伴って、支給していたもの

であるが、今回、調整手当10,000円が支給される社員については、10,000

円を控除し、残額を補償措置額とする。また、補償措置額が10,000円未満

の支給者は支給を終了する。
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組合：やっぱり格差である。組合は社員みんな頑張っているし、努力している。

昨今の物価高騰は老いも若きもまんべんなく影響を被っている。そのこと

から一律1,000円を張り付けるべきである。たった1,000円でも会社は格差

ベアを張り付けたことでいいか。

会社：等級間の適切なバランスを考慮して、ベア額を決定している。

組合：会社は「回答にあたって」で「一致団結して業務の遂行を期待して」と

用いているが、やはり一律でないと若年層の社員は不満を持つ。

会社：会社として全社員を対象にベアは行っている。今回は新人事賃金制度の

趣旨に基づき、各等級間のバランスを考慮した。

組合：35歳ポイントの1,000円は何％となるのか。

会社：325,200円に対しての1,000円なので0.3％となる。

組合：この間ベア実施に際して、専任社員のベアは基本給加算額に準じていた

が、今回の基本給引き上げの考え方を明らかにせよ。

会社：まず考え方として、県をまたぐ異動により調整手当の格差が生じていた

ので、この解消のために未支給地に10,000円を支給し、格差の是正を行っ

た。そのことにより35歳ポイントの7,200円２．２％の賃金の引き上げが

された。一方で専任社員は調整手当がないので、２．２％を乗じて基準内

賃金を引き上げた。

組合：専任社員については２．２％をベースとして引き上げたのか。

会社：そうである。1,000円だけを切り取って話をしているわけではない。

組合：２．２％はならして35歳ポイントの7,200円としたものだった。

会社：そうである。

組合：専任社員は調整手当がないから２．２％を充当したのか。

会社：そうである。

組合：調整手当10,000円の支給は転勤が増えるのではないか。

会社：そうでなく、いないわけではないが、職業人生をならして支給するもの

である。

組合：初任給については、等級別の加算額を単純に加算したのか。

会社：そうである。昨年の初任給額に加算したものである。

組合：「５」の補償措置額について再度説明されたい。

会社：例えば補償措置額11,000円を支給されている社員がいたら、1,000円の

補償措置額となる。10,000円未満は補償措置額はなくなる。
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組合：基本給加算額の計算式はあるのか。

会社：まず、平成18年の新人事賃金制度がある。等級間の賃金のバランスが維

持できるような形で1,000円を振り分けている。Ｓ２等級を1,000円として

いるので、そのバランスを維持するように振り分けた。

組合：計算式や公式みたいなものはないのか。

会社：機械的にそこに当てはめるものではない。ベアをこの間実施してきて、

その累積額と基本給額を考え、平成18年当時の等級バランスを元につけて

いるものである。基本は平成18年の新人事賃金制度がベースである。同じ

カーブとなるように張り付けている。

組合：昇格時昇給額の張り付けも同じ考えか。バランスを考えているのか。

会社：そうである。

組合：いずれにしても、若手社員は格差ベアではモチベーションが下がってい

る。不満が渦巻いている。本当に若手に手当てを講じないと離職者が増大

する。配慮をせよ。

組合：格差ベアでなく、一律1,000円で張り付けろとの主張である。格差ベア

で対立を確認し、持ち帰り検討とする。

以 上

※回答内容の詳細については次ページ以降の、回答資料別表を参照して下さい。
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